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１．事業概要 

＜事業名＞   由利大内ウィンドファーム風力発電事業 

 

＜事業者名＞  ＪＲ東日本エネルギー開発株式会社 

 

＜事業実施区域＞  秋田県由利本荘市新沢、中帳、高尾、岩城上蛇田、岩城上黒川及び岩城福俣 

   約 241ha 

   改変面積：約 28.37ha 

 

＜事業の内容＞ 

風力発電所設置事業 

・風力発電所出力：最大 42,000kW 

・風力発電機の基数：2,000kWの風力発電施設を 21基設置予定 

・風力発電機の概要 

    ：ブレード枚数：3枚 

    ：ローター直径：86ｍ 

    ：ハブ高さ：78ｍ 

    ：高さ：121ｍ 

・工事中及び供用後の使用面積 

 ：新設道路（管理道路）： 工事中 18.45ha、供用後 18.45ha 

 ：既設道路改良部：工事中 1.52ha、供用後 1.52ha 

 ：作業ヤード（管理ヤード）: 工事中 6.27ha、供用後 6.27ha 

：広場: 工事中 2.13ha、供用後 2.13ha 

・掘削、盛土における計画土量 

：切土、掘削 ：40 万 m3 

：利用土工事 盛土工（構内敷均、ヤード造成）：7万 m3、盛土工（広場、新設道路）33 万 m3 

：残土量 0m3 

 

＜工事の概要＞ 

・土木基礎工事 ：機材搬入路及びアクセス道路整備、ヤード造成、基礎工事等 

・電気工事 ：送電線工事、所内配電線工事、変電所工事、建屋・電気工事、計装工事 

・風力発電機組立工事：風力発電機組立工事（風車輸送含む） 

   ・工事期間（予定） 

 ：建設工事期間 ：平成 30 年 4 月～約 2.5 か年（予定） 

 ：試験運転期間 ：平成 33 年 4 月（予定） 

 ：営業運転開始 ：平成 33 年 10 月（予定） 
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２．地域特性 

（１）大気環境 

・ 本荘地域気象観測所における平成 27 年の気象概況は、年平均気温は 12.6℃、年間降水量は 1,279.5mm、   

 年間降雪の合計は 178cm、年平均風速は 2.6m/s、最大風速は 20.4m/s で風向が南南西である。また大 

 正寺地域気象観測所における平成 27 年の気象概況は、年平均気温は 11.1℃、年間降水量は 1,589.0mm、 

 年間降雪の合計は 254cm、年平均風速は 1.9m/s であり、最大風速は 11.5m/s で風向が西北西である。 

 

（２）水環境 

 ・ 対象事業実施区域の南側に子吉川水系の一級河川である「芋川」及び「小関川」が分布、西側に衣川     

   水系の二級河川である「黒川」、「蛇川」及び「福俣川」が分布している。 

・ 対象事業実施区域及びその周囲に海域は分布していない。 

 

（３）その他の環境 

・ 対象事業実施区域は、主に褐色森林土壌及び乾性褐色森林土壌からなっている。 

・ 対象事業実施区域は、主に中起伏山地及び小起伏山地からなっている。 

 

（４）動物・植物・生態系 

  ・ 動物の重要な種は、哺乳類 6 種、鳥類 49 種、両生類 5 種、昆虫類 29 種及び魚類 24 種の合計 113 種 

     が確認されている。（爬虫類及び底生動物の重要な種の確認はなかった。） 

 ・ 植生の分布状況としては、スギ・ヒノキ・サワラ植林、オオバクロモジ－ミズナラ群集、オクチョウ   

   ジザクラ－コナラ群集、アカマツ群落、伐採跡地群落等の樹林が広がり、河川周辺には水田雑草群落 

     等が分布している。 

・ 植物の重要な種は文献その他の資料で確認された種について、42 科 81 種であった。 

・ 自然環境のまとまりの場は、「保安林」、「鳥獣自然保護区」がある。 

 

（５）景観・人と自然との触れ合いの活動の場 

 ・ 景観資源として、「象潟泥流堆積物」、「保呂羽山」、「亀田不動の滝」及び「岩見川流域河岸段丘」等が 

   存在する。 

  ・ 人と自然との触れ合いの場として、「権現山」、「道の駅おおうち」及び「北福田水辺公園」が存在する。 

 

（６）放射性物質 

  ・ 対象事業実施区域最寄りの観測点である由利地域振興局における平成 26 年度の測定値は 0.030～ 

     0.056μSv/h、年間平均で 0.039μSv/h である。 
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３．環境影響評価の項目の選定 
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４．環境影響評価の結果 

＜大気質＞（工事用資材等の搬出入） 

①環境保全措置 

• 工事関係車両のエコドライブを徹底する。 

• 工事関係者の通勤車両については、乗り合いに努め、走行台数を低減する。 

• 工事工程の調整により工事関係車両台数を平準化し、建設工事のピーク時期の台数を低減する。 

• 土砂の運搬については、適正な土砂積載量及び走行速度を徹底し、必要に応じシート被覆等の飛散 

 防止対策を講じる。 

• 必要に応じて車輪洗浄を行う。 

• 裸地や道路の散水や清掃を実施する。 

• 定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

1) 二酸化窒素の年平均値 

 

2) 降下ばいじん 

 

 

(2) 評価の結果 

  1) 窒素酸化物 

  工事用資材等の搬出入に伴う窒素酸化物（二酸化窒素に変換）の寄与率は、最大で 8.3%であるが    

 環境基準を大きく下まわっていること、環境保全措置を講じることにより、工事用資材等の搬出入 

 に伴う窒素酸化物への影響は実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

2) 粉じん等 

   工事用資材等の搬出入に伴う降下ばいじん量の予測結果は、最大 0.5t/km2/月であるが、環境保全 

  措置を講じることにより、工事用資材等の搬出入に伴う粉じん等への影響は、実行可能な範囲内で 

  低減されるものと評価する。 
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＜大気質＞（建設機械の稼働） 

①環境保全措置 

・建設機械は適切な点検・整備により性能維持に努める。 

・作業待機時におけるアイドリングストップを徹底する。 

・可能な限り排出ガス対策型建設機械を使用する。 

・工事工程等を調整し、排出ガス量の大きい建設機械の使用時期が集中しないよう配慮する。 

・切土、盛土及び掘削に当たっては、必要に応じ整地、転圧、散水を行い、土砂粉じん等が飛散

しないよう配慮する。 

・定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

1) 二酸化窒素の年平均値 

  

2) 降下ばいじん 

 

(2) 評価の結果 

①窒素酸化物 

   建設機械の稼働による窒素酸化物（二酸化窒素に変換）の寄与率は、予測地点で最大 8.1%であ 

 り、前述の環境保全措置を講じることにより、建設機械の稼働に伴う窒素酸化物への影響は、実行 
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 可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

＜検討事項＞ 

 評価書の予測評価にあたっては、積替え場の建設機械の稼働における窒素酸化物の影響をふまえ、  

検討する。 

 

②粉じん等 

  建設機械の稼働に伴う粉じん等は、周辺の居住地域において 0.00～0.09t/km2/月と小さく、前述 

 の環境保全措置を講じることにより、建設機械の稼働に伴う粉じん等への影響は、実行可能な範囲 

 内で低減されているものと評価する。 

 

 

＜騒音＞ （工事用資材等の搬出入） 

①環境保全措置 

・工事関係者の通勤車両については、乗り合いに努め、走行台数を低減する。 

・工事工程の調整により工事関係車両台数を平準化し、建設工事のピーク時期の台数を低減する。 

・工事関係車両のエコドライブを徹底する。 

・定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

 

 

(2）評価の結果 

沿道-1 における騒音レベルの増加量は現状に比べて 2～3 デシベル、沿道-2 における騒音レベ

ルの増加量は 0～1 デシベルであるが、上記の環境保全措置を講じることにより、工事用資材等の

搬出入に伴う騒音が周囲の生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているも
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のと評価する。 

 

＜騒音＞ （建設機械の稼働） 

①環境保全措置 

・可能な限り低騒音型の建設機械を使用する。 

・建設機械は適切な点検・整備により性能維持に努める。 

・工事工程等を調整し、騒音が発生する建設機械の使用時期が集中しないよう配慮する。 

・作業待機時におけるアイドリングストップを徹底する。 

・定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

 

 

(2）評価の結果 

予測地点における建設機械の稼働に伴う騒音レベルの増加分は最も大きい新沢地区及び菖蒲田

地区で 8 デシベルであるが、予測は全ての季節において、建設機械による寄与値が最大となるよ

う、予定している全工事が同時に稼働したと仮定して行っている。また、工事は一時期的なもの

であることや、上記の措置を講じることにより、建設機械の稼働に伴う騒音が周辺の生活環境に

及ぼす影響はより小さくなると考えられることから、実行可能な範囲内で低減が図られているも

のと評価する。 

 

＜騒音＞ （施設の稼働） 

①環境保全措置 

・風力発電機の配置は、住宅等から可能な限り離隔をとる。 

・風力発電機の適切な点検・整備を実施し、性能維持に努めることで、異常音の発生を抑制する。 
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②予測・評価 

(1)予測の結果 

 

 
 

(2）評価の結果 

施設の稼働に伴う将来の等価騒音レベルの増加分は、昼間最大 7 デシベル、夜間最大 8 デシベル

であるが、上記の環境保全措置を講じることにより、施設の稼働に伴い発生する騒音が周辺の生活

環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 

 

＜低周波音＞ （施設の稼働） 

①環境保全措置 

・風力発電機の配置は、住宅等から可能な限り離隔をとる。 

・風力発電機の適切な点検・整備を実施し、性能維持に努めることで、異常音の発生を抑制する。 

②予測・評価 
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(1)予測の結果 

  

 

 

(2）評価の結果 

 環境保全措置を講じることにより、施設の稼働に伴う将来の G 特性音圧レベルは ISO-7196 に示 

される「超低周波音を感じる最小音圧レベル」である 100 デシベルを大きく下回ること、風力発電 

施設の寄与は「建具のがたつきが始まるレベル」以下となること、「圧迫感・振動感を感じる音圧レ 

ベル」との比較では、いずれの予測地点も超低周波音（20Hz 以下）は「わからない」のレベルを下 

回り、20～100Hz の周波数領域では「気にならない」レベルを下回ることより、実行可能な範囲内 

で影響の低減が図られているものと評価する。 

 

＜振動＞ （工事用資材等の搬出入） 

①環境保全措置 

・工事関係者の通勤車両については、乗り合いに努め、走行台数を低減する。 

・工事工程の調整により工事関係車両台数を平準化し、建設工事のピーク時期の台数を低減する。 

・工事関係車両のエコドライブを徹底する。 
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・定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

 (1) 予測の結果 

  

 

(2) 評価の結果 

 環境保全措置を講じること及び、工事用資材等の搬出入に伴う将来の振動レベルは、0～8 デシベ 

ル増加するが、30 デシベル未満～32 デシベルであり、人体の振動感覚閾値 55 デシベルを下回って 

いることから、工事用資材等の搬出入に伴う振動が周辺の生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範 

囲内で低減が図られているものと評価する。 

 

＜水質＞ （造成等の施工による一時的な影響） 

①環境保全措置 

・造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元でき 

 るよう努める。 

・必要に応じて土砂流出防止柵を設置し、土砂の流出を防止する。 

・仮設沈砂池等を設置し、降雨時における濁水の発生を抑制する。 

・地形等を十分考慮し、改変面積を最小限にとどめる。 

・定期的に沈砂池内の土砂の除去を行うことで、一定の容量を維持する。 

・排水量が少ないほど短い距離で土壌に浸透させることが可能であることから、沈砂池などの設備を 

 可能な限り多く配置し、排水を分散させる。 

・沈砂池排水は近接する林地土壌に排水し、土壌浸透処理する。 

※排水場所の選定にあたっての留意事項は以下のとおりである。 
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【排水場所の選定に当たっての留意事項】 

・表土が下層植生や落葉落枝に覆われる等、土壌浸透能の大きい林地を選び、傾斜が急な林地は避け 

 る。 

・沈砂池排水を広範囲の林地土壌と接触させ、土壌浸透能力を確実に活用できるよう、土壌浸透対策 

 工等の施工を行う。 

・重要な動植物の生育・生息場所にも配慮して排水場所を選定する。 

その他、工事期間中は以下の点検も実施する。 

・まとまった降雨があった場合、土壌浸透の状況をチェックする。もし、土壌浸透が十分でなかった 

 場合、前述した土壌浸透策工を強化する。 

 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

 

(2) 評価の結果   

 降雨条件 40mm/h 以上の 1 時間雨量は、2013 年～2015 年の 3 年間で、対象事業実施区域近傍の 
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気象官署である大正寺地域気象観測所では 1 時間出現し、本荘地域気象観測所では出現していない。 

 環境保全措置を実施することにより、造成等の施工による一時的な影響に伴う水の濁りが周辺の 

水環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 

 

 

＜風車の影＞ （施設の稼働） 

①環境保全措置 

・風力発電機の配置は、住宅等から可能な限り離隔をとり、風車の影がかかりにくい位置に配置

する。 

 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

    

(2) 評価の結果 

 国内には風力発電機によるシャドーフリッカーに関する基準が存在しないため、「風力発電所の 

環境影響評価のポイントと参考事例」（環境省総合環境政策局、平成 25 年）において示されている 

海外のガイドラインの指針値を参考に、環境保全目標に設定し評価を行った。 

【参照する指針値】 

・（実際の気象条件を考慮しない場合 ）風車の影がかかる時間が年間 30 時間かつ 1 日 30 分を超 

 えない。 

 当該事業の実施において、熊ノ沢地区及び新沢地区それぞれの一部の住宅が風車の影がかかる可 

能性がある範囲にあるが、風車の影が年間 30 時間、1 日最大 30 分を超えると予測される範囲に 

は入っていない。また、これらの住宅からは、事業地方向にある樹木等によりブレードが視認され 

にくくなっているため、影響はより低減されると考えられる。 

 以上より、当該事業の実施に伴う風車の影の環境影響は、実行可能な範囲で回避又は低減が図ら 

れているものと評価する。 

 

 

＜電波障害＞ （施設の稼働） 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

 1）遮蔽障害 

    風力発電機のタワーの直径は数 m 程度であり、遮蔽障害が生じる範囲は、風力発電機の後方数 

   十 m に限られるため、遮蔽障害が生じる可能性は極めて低いものと予測する。 

  2）フラッター障害 

     フラッター障害は、電波の送信点に対する見通しが悪く受信状況が不良な地点において、送信 
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   点との間の見通しのよい箇所に風力発電機が設置される場合において起こり得る。対象事業実施 

   区域及びその周囲では、フラッター障害が生じる可能性がある地域は既にケーブルテレビに加入 

   しているため、大半が上記条件に該当せず、障害も発生しにくいものと予測する。 

3）反射障害 

  風力発電機群から反射する電波が十分に低いため、影響が生じる可能性は極めて低いものと予測 

 する。 

 

 (2) 評価の結果 

 対象事業実施区域及びその周囲においては、遮蔽障害、フラッター障害及び反射障害のいずれも 

生じる可能性は低いものと予測する。また、本事業の実施に伴い何らかの重大な障害が発生した場 

合には、その状況に応じた適切な受信対策を検討することとしており、実行可能な範囲内で影響の 

低減が図られているものと評価する。 

 

 

 

＜動物＞ （造成等の施工による一時的な影響、地形改変及び施設の存在、施設の稼働） 

①環境保全措置 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴う樹木の伐採範囲は改変区域にとどめることとし、改変面積、

切土量の削減に努める。また、地形を十分考慮し、可能な限り既存道路等を活用することで、造成

を必要最小限にとどめる。 

・ 造成工事においては、開発による流出水の増加に対処するため沈砂池工事を先行し、降雨時におけ

る土砂の流出による濁水の発生を抑制する。 

・ 工事に当たっては、可能な限り低騒音型の建設機械を使用する。 

・ 対象事業実施区域の機材搬入路を関係車両が通行する際は、十分に減速し、動物が接触する事故を

未然に防止する。 

・ 対象事業実施区域内の風力発電機間から連系変電所に至るすべての区間を道路下へ極力地中埋設す

る。 

・ 造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元でき

るよう努める。 

・ 改変部分のうち、No.11 号機の近傍には人為由来で出現した池が存在するものの、重要種（サンシ

ョウウオ類やゲンゴロウ類など）が確認されていることから、その付近で改変を行う場合には沈砂

池を設け、濁水の流入を防止する。 

・ 上記の池の周囲には、落下後の這い出しが可能なスロープ付きの U 字側溝を設置し、濁水の流入に

対してさらなる防止対策に努める。 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴い掘削される土砂等に関しては、土砂の流出を防止するため、

土砂流出防止柵を適所に設置する。 

・ 鳥類や昆虫類が夜間に衝突・誘引する可能性を低減するため、ライトアップは行わない。 

・ 改変区域外への工事関係者の必要以上の立ち入りを制限する。 
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・ 定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

 現地調査で確認された重要な種及び渡り鳥を予測対象種とし、以下に示す環境要因から予測対象   

種に応じて影響を予測したところ、事業の実施による影響はない、もしくは小さいものと予測され 

た。 

・ 改変による生息環境の減少・喪失 

・ 騒音による生息環境の悪化 

・ 騒音による餌資源の逃避・減少 

・ 通行車両への接触 

・ 移動経路の遮断・阻害 

・ ブレード・タワー等への接近・接触 

 ・ 濁水の流入による生息環境の悪化 

 

(2)評価の結果 

 環境保全措置を講じることにより、造成等の施工による重要な種への一時的な影響、地形改変及

び施設の存在、施設の稼働における重要な種への影響はない、もしくは小さいものと考えられるこ

とから、実行可能な範囲内で回避、低減が図られているものと評価する。 

 年間予測衝突数については定量的に算出した結果、鳥類のブレード・タワー等への接近・接触に

係る影響は小さいものと予測するが、当該予測には不確実性も伴っていると考えられるため、バー

ドストライクの影響を確認するための事後調査を実施することとした。また、コウモリ類の改変に

よる生息環境の減少・消失、騒音による生息環境の悪化、ブレード・タワー等への接近・接触に係

る予測も不確実性を伴っていると考えられるため、バットストライクの影響を確認するための事後

調査を実施することとした。 

 なお、これらの事後調査結果により著しい影響が生じると判断した際には、専門家の指導や助言

を得て、状況に応じてさらなる効果的な環境保全措置を講じることとする。 

 

 

＜植物＞ （造成等の施工による一時的な影響、地形改変及び施設の存在） 

①環境保全措置 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴う樹木の伐採範囲は改変区域にとどめることとし、改変面積、 

 切土量の削減に努める。また、地形を十分考慮し、可能な限り既存道路等を活用することで、造成 

 を必要最小限にとどめる。 

・ 造成工事においては、開発による流出水の増加に対処するため沈砂池工事を先行し、降雨時におけ 

  る土砂の流出による濁水の発生を抑制する。 

・ 造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元でき 

   るよう努める。 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴い掘削される土砂等に関しては、土砂の流出を防止するため、 
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  土砂流出防止柵を適所に設置する。 

・ 重要な種の生育環境の保全を基本とするが、改変区域内において重要種が確認された地点について  

  は、工事着工前に重要種の生育を確認することとし、改変区域のみに生育が確認された種について 

   は、確認された生育地と同様の環境に移植することとし、個体群の保全に努める。移植を検討する 

   際には、移植方法及び移植先の選定等について専門家等の助言を得る。 

・ 改変区域外への工事関係者の必要以上の立ち入りを制限する。 

・ 定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 

  1）植物相及び植生 

対象事業実施区域及びその周囲の植生の多くは代償植生又は植林であり、全域が人為的影響を受

けた植生となっている。 

風力発電機及び機材搬入路の設置に伴う改変によりコナラ群落、エゾイタヤ－シナノキ群落、落

葉低木二次林、アカマツ群落、スギ植林、スギ植林（若齢林）、ヨシ群落、伐採跡地群落の一部が消

失する。しかしながら、比較的自然度が高いとされるブナ－ミズナラ群落への改変は回避するとと

もに、事業に伴う造成は必要最小限にとどめるといった環境保全措置を講じることとした。 

また、植物相については、これらの植生の変化により植物の生育環境に変化が生じる可能性が考

えられる。しかしながら、対象事業実施区域の樹林環境うち、最も広い面積を占め、なおかつ植物

相が多様であるコナラ群落の改変率は 6.73％であり、樹木の伐採範囲は改変区域にとどめるといっ

た環境保全措置を講じることとした。 

以上のことから、造成等の施工による一時的な影響並びに地形改変及び施設の存在による植物相

及び植生への影響は小さいものと予測する。 

  2）重要な種 

現地で確認された重要な種を予測対象種とし、以下に示す環境影響要因から予測対象種に応じて

影響予測したところ、いずれの種も事業による影響はない、もしくは極めて小さい、小さいものと

予測された。 

・ 改変による生育環境の減少・喪失 

・ 濁水の流入による生息環境の悪化 

(2) 評価の結果 

 環境保全措置を講じることにより、改変による生育環境の減少・消失、濁水流入による生育環境

の悪化といった影響はない、もしくは極めて小さい、小さいものと考えられることから、実行可能

な範囲内で回避、低減が図られているものと評価する。 

 改変区域のみで生育が確認されたハコネシケチシダ、エゾスズランにおいては、移植などにより

個体群維持に努めることとした。しかしながら、これらの種は移植に関する事例や知見がほとんど

ないことから、予測の不確実性を伴っていると考えられるため、事後調査を実施することとした。 
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＜生態系＞ （造成等の施工による一時的な影響、地形改変及び施設の存在、施設の稼働） 

①環境保全措置 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴う樹木の伐採範囲は改変区域にとどめることとし、改変面積、 

 切土量の削減に努める。また、地形を十分考慮し、可能な限り既存道路等を活用することで、造成 

 を必要最小限にとどめる。 

・ 造成工事においては、開発による流出水の増加に対処するため沈砂池工事を先行し、降雨時におけ 

  る土砂の流出による濁水の発生を抑制する。 

・ 工事に当たっては、可能な限り低騒音型の建設機械を使用する。 

・ 対象事業実施区域の機材搬入路を関係車両が通行する際は、十分に減速し、動物が接触する事故を 

   未然に防止する。 

・ 対象事業実施区域内の風力発電機間から連系変電所に至るすべての区間を道路下へ極力地中埋設す 

   る。 

・ 造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元でき 

   るよう努める。 

・ 改変部分のうち、No.11 号機の近傍には人為由来で出現した池が存在するものの、重要種（サンシ 

   ョウウオ類やゲンゴロウ類など）が確認されていることから、その付近で改変を行う場合には沈砂 

   池を設け、濁水の流入を防止する。 

・ 上記の池の周囲には、落下後の這い出しが可能なスロープ付きの U 字側溝を設置し、濁水の流入に 

   対してさらなる防止対策に努める。 

・ 風力発電機及び機材搬入路の設置に伴い掘削される土砂等に関しては、土砂の流出を防止するため、 

  土砂流出防止柵を適所に設置する。 

・ 鳥類や昆虫類が夜間に衝突・誘引する可能性を低減するため、ライトアップは行わない。 

・ 改変区域外への工事関係者の必要以上の立ち入りを制限する。 

・ 工事中は定期的に会議を実施し、環境保全措置の内容について、工事関係者に周知徹底する。 

 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

  １）上位性注目種（クマタカ） 

ⅰ．営巣適地環境 

推定されたクマタカの営巣適地環境を 0.1 毎に区分し、各区分の調査範囲内の面積と改変

区域の面積を算出した結果は、以下のとおりである。営巣適地環境と改変区域を重ね合わせ

た結果は、改変面積が最も大きいのは 0.01～0.10 の 16.32ha、次いで 0.51～0.60 の 5.54ha 

である。改変による変化率が最も高いのは 0.81～0.90 の 8.13%であり、次いで 0.71～0.80 の

4.46%である。いずれの区分においても変化率は小さいことから、事業実施によるクマタカの

営巣環境へ及ぼす影響は小さいものと予測する。 
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ⅱ．採餌適地環境 

推定されたクマタカの営巣適地環境を 0.1 毎に区分し、各区分の調査範囲内の面積と改変

区域の面積を算出した結果は以下のとおりである。改変面積が最も大きいのは 0.01～0.10 の

16.32ha、ついで 0.51～0.60 の 5.54ha である。改変による変化率が最も高いのは 0.81～0.90 

の 8.13%であり、ついで 0.71～0.80 の 4.46%である。いずれの区分においても変化率は小さ

いことから、事業実施によるクマタカの採餌環境へ及ぼす影響は小さいものと予測する。 

 

 

ⅲ．餌資源 

ノウサギを対象とした餌資源の変化について推定を行った結果、伐採跡地群落で大きな変化

があると推定されたが、元々は人為由来により出現した植生であり、推定個体数の多いコナラ

群落やスギ植林については変化率が小さいことから、影響は小さいものと予測する。ヤマドリ

やヘビ類については、資源選択性指数の高い上位 5 群落の改変率はいずれも小さいものである

ことから、影響は小さいものと予測する。 

 

   ２）典型性注目種（タヌキ） 

ⅰ．生息環境 
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推定されたタヌキの行動圏のうち、事業実施により行動圏の一部が消失する A ペア、B ペ

ア、C ペア、Fペアを対象に、以下のとおり、消失率を算出した。 

その結果、消失率はいずれのペアも小さいことから、事業実施によるタヌキの生息環境へ

及ぼす影響は小さいものと予測する。 

 

 

ⅱ．餌資源 

資源選択性指数の高い植生群落に対し、各ペアの行動圏内における植生群落面積と改変区域によ

る変化率は約 5％以下でいずれのペアも小さい。また、群落毎においては、改変率の高い群落も見ら

れたが、資源選択性指数は低い群落であったことから、改変後もタヌキが主に依存する植生群落は

確保されると考えられる。 

改変区域に重なることが予測されたタヌキのペアの行動圏では、以下のとおり、事業実施により

各季節で 2％～6％の餌量が消失すると予測されたが、いずれのペアも変化率が小さいこと、雑食性

であることから餌資源量の絶対量が大きいことから、改変後の行動圏内の餌量も確保されると考え

られる。 

以上の結果から、事業実施によるタヌキの餌資源量への影響は極めて小さいものと予測する。 
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(2)評価の結果 

 生態系の上位性種及び典型性種の観点から影響予測を行った結果、栄養段階から順に、生産者で

ある植生改変は小さいものであり、低次消費者となる土壌動物や地表徘徊性昆虫類の現存量は保た

れることから、鳥類や哺乳類などの生息基盤は概ね維持される。さらには、高次消費者となる猛禽

類への影響も小さいものであり、当該地域の生態系機能に大きな変化はないものと予測され、事業

実施に際しては動植物に対する環境保全措置を講じることにより、実行可能な範囲で低減が図られ

ているものと評価する。 

 

 

＜景観＞ （地形改変及び施設の存在） 

①環境保全措置 

・風力発電機の外装を灰白色とする。 

・造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元で 

 きるよう努める。 

・地形や既存林道等を考慮し、改変面積を最小限にとどめる。 

・付帯する送電線については可能な限り埋設とする。 

 

②予測・評価 

(1)予測の結果 
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(2)評価の結果 

環境保全措置を講じることにより、実行可能な範囲内で主要な眺望景観への影響が低減されてい

るものと評価する。 

 

 

＜人と自然との触れ合いの活動の場＞ （工事用資材等の搬出入、地形改変及び施設の存在） 

①環境保全措置 

（1）工事用資材等の搬出入 

・工事関係車両のエコドライブを徹底する。 

・工事関係者の通勤車両については、乗り合いに努め、走行台数を低減する。 

・工事工程の調整により工事関係車両台数を平準化し、建設工事のピーク時期の台数を低減する。 

・工事関係車両の主要な走行ルート周辺の主要な人と自然との触れ合いの活動の場において開催され 

 るイベントについては、関係機関等に随時確認し、工事日にアクセスが集中する可能性のあるイベ 

 ントが開催される場合には、開催日の工事関係車両の走行を可能な限り控える等、配慮する。 

・定期的に会議等を行い、工事関係者に環境保全措置の内容を周知徹底する。 

（2）地形改変及び施設の存在 

・主要な人と自然との触れ合いの活動の場として機能している範囲には改変が及ばない計画とする。 

・地形や既存林道等を考慮し、改変面積を最小限にとどめる。 

・造成工事等に伴い生じる裸地は、自然表土の活用により、地域の植生を可能な限り早期に復元でき 

 るよう努める。 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

 1）工事用資材等の搬出入 

工事用資材等の搬出入に係る予測結果は以下のとおりである。 

 

 2）地形改変及び施設の存在 

  地形改変及び施設の存在に伴う予測結果は以下のとおりである。 
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(2) 評価の結果 

1）工事用資材等の搬出入 

①環境影響の回避、低減に係る評価 

 環境保全措置を講じることにより、工事用資材等の搬出入に伴う主要な人と自然との触れ合い

の活動の場への影響は実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

2）地形改変及び施設の存在 

①環境影響の回避、低減に係る評価 

 環境保全措置を講じることにより、地形改変及び施設の存在に伴う主要な人と自然との触れ合

いの活動の場への影響は実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

 

 

＜廃棄物等＞ （造成等の施工による一時的な影響） 

①環境保全措置 

・工事に伴い発生する廃棄物は、可能な限り有効利用に努め、発生量を削減する。 

・地形等を十分考慮し、改変面積を最小限にとどめる。 

・造成工事においては、土量収支の均衡に努める。 

 

②予測・評価 

(1) 予測の結果 

造成等の施工による一時的な影響に伴い発生する廃棄物及び土量は以下のとおり予測する。 
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(2) 評価の結果 

上記の環境保全措置を講じることにより、工事の実施に伴い発生する産業廃棄物及び残土の発

生量は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。なお産業廃棄物は、「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）に基づき、適正に処理するものとする。 
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＜事後調査＞ 

事後調査の結果は、報告書にとりまとめて関係機関へ提出するとともに、重要な種の保護に配慮した

上で、事業者のホームページにより公表する。 

事後調査の結果により、環境影響の程度が著しいことが明らかとなった場合には、専門家等の指導・

助言を得たうえで対策を講じることとする。 

 

①動物：バットストライク・バードストライクに関する調査 

＜調査期間＞ 

  稼働後 1 年間の実施とし、調査後は専門家の意見を踏まえて継続の要否を判断する。 

＜調査方法＞ 

専門的な知識を有している調査員、もしくは保守管理作業員による踏査を実施し、「鳥類等に関する

風力発電施設立地適正化のための手引き」（環境省自然環境局野生生物課、平成 23 年、平成 27 年修

正版）に基づきバードストライクの有無を確認するとともに、バットストライクが確認された場合も

同様に記録を行う。 

具体的な手法は、以下の内容を想定する。 

・調査対象：すべての風力発電機を対象とする。 

・調査間隔：調査間隔は、1 基あたり 2 回/月以上とする。調査員による確認時には、各風力発電機

について午前と午後など複数回確認調査を実施する。 

・調査範囲：1 基あたり、地上からブレード先端部までの長さを調査半径とする円内とする。 

・死骸発見時の対応：基本的に以下のフローに基づき連絡、報告を行う。衝突事例の整理に際して

は、普通種も含めたすべての種を対象とする。 
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②動物：渡り鳥に関する調査 

 ＜調査期間＞ 

  稼働後の 1 年間とする。調査後は専門家の意見を踏まえて継続の要否を判断する。 

 ＜調査方法＞ 

４地点程度、現地踏査を行う。 

 

③植物：移植後の生育確認 

 ＜調査期間＞ 

  移植後の 2 年間とする。調査後は専門家の意見を踏まえて継続の要否を判断する。 

 ＜調査方法＞ 

  移植箇所において、現地踏査を行う。 

 

 

 

５．住民意見の概要及び事業者見解・関係都道府県知事意見・環境大臣意見審査結果 

・住民意見の概要及び事業者見解：平成 29年度 第２回 風力部会資料 ２－２－３参照 

・関係都道府県知事意見：平成 29年度第 7回 風力部会資料 ２－３参照 

・環境大臣意見：平成 29年度第 7回 風力部会資料 ２－４参照 

 

６．審査結果 

本審査書は、事業者から届出された環境影響評価準備書を基に作成し、経済産業省技術総括・保安

審議官が委嘱した環境審査顧問の意見を踏まえ修正（修正箇所は、ゴシック体・太字で表示）した。 

なお、今後、電気事業法第４６条の１４第２項の規定により環境大臣の意見を聴き、電気事業法第

４６条の１３の規定により述べられた環境影響評価法第２０条第１項に基づく秋田県知事の意見を勘

案するとともに､環境影響評価法第１８条第１項に基づく意見の概要及び当該意見についての事業者

の見解に配意して審査し、特定対象事業に係る環境保全についての適正な配慮がなされることを確保

するため必要があると認めるときは、必要な勧告を行う。 


